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ECサイト新規開設事業

2026.4.1
まちの行政情報誌 広報もりぐち

もりクルート事業とは？
　ものづくりに興味がある学生などに、市内ものづくり
企業で職場見学などを実施し、求人票やインターネット
上ではわからない仕事内容や現場の雰囲気などについて
理解を促進することで、企業の魅力発信および人材確保
につなげることを目的に実施する事業です。

募集概要

令和7年度はこんな事業を実施しました

どんな事業を行うの？
①インターンシップ事業
　市が、参加企業と学生を繋ぐ窓口となり、参加企業が、
実際の事業内容や職場環境、魅力などについての理解が深
まる職場説明および就業体験を実施
②職場見学支援事業
　求人票やチラシ、動画などではわからない、ものづくり
の現場ならではの気づきの獲得を目指し、学生が複数の参
加企業を巡り、参加企業が工場や職場見学などを実施
③広報チラシ作成事業
　インターンシップ事業や職場見学支援事業への参加意欲
を高めるため広報チラシを作成し、学校などに配布
④ものづくり企業出前授業実施事業
　参加企業が、高等学校などで、ものづくりの魅力や楽し
さを発信する出前授業を実施

「ものづくり」の面白さ伝えませんか？
もりクルート事業 参加企業を募集

対象者
右記①〜③の事業に参加でき、市内に事業
所を有し、主たる事業として製造業を営ん
でいるものづくり企業（※④は希望する企
業のみ）

実施期間 令和8年度
募集企業数 15社程度

申込方法
ホームページで詳細を確認の上、
５月7日（木）までに参加申込書を
提出

2026
3/11～31 随時インターンシップ事業

広報チラシ
作成事業

2025
12/23 ものづくり企業出前授業実施事業2026

3/4・10 職場見学支援事業

上田製袋株式会社

藤中産業株式会社

佐竹マルチミクス株式会社

株式会社リングス

株式会社朝陽

モリテツ電機株式会社

随時

2025
5/21 魅力発信

動画作成事業

就職情報交換会
開催事業

YouTube Instagram

対象　市内に事業所を有し、かつ、市内で卸売業または小売業を営んでいる法人または個人

対象　　�市内に事業所を有し、かつ、市内で製造業・
建設業などを営んでいること　他

　　　　詳しくは市ホームページをご覧ください。

詳細は
こちら➡

詳細は
こちら➡

各種事業の支援補助金を募集中！

最
大15万円 50%以内

問地域振興課
℡06－6992－1490

拠点強化および立地促進・販
路開拓・人材確保・生産性向
上・住工共生を応援します！

卸売業・小売業を応援！

製造業・建設業などを応援！

補助額 補助率
ECサイト（インターネット上で電子商取引のサー
ビスを提供するウェブサイト）を新しく開設した
場合にかかった費用の一部を補助します。

ECサイト新規開設事業

守口市商業振興事業支援補助金

守口市工業活性化支援補助金

問地域振興課   ℡06－6992－1490

高校や大学など48カ所に配布

企業20社・
学校など

5校が
参加

アヤマダイ株式会社

株式会社ウシオ

佐竹マルチミクス株式会社

田中電機工業株式会社

電装精機株式会社

藤中産業株式会社

株式会社リングス

上田製袋株式会社

近畿刃物工業株式会社

三興工業株式会社

株式会社朝陽

仲精機株式会社

豊栄金属工業株式会社

生産性向上設備等設置事業

上限25万円

生産性が向上する
設備等の購入代金
など
（リース契約（所有権移
転なし）も含む）

拠点強化及び立地促進事業

拠点強化および立地促進を目的とした市内での事業所の新設や移転に係る以下①～④の経費を支援
①市外からの事業所の新設・移転⇒事業所の建築費および取得費（上限100万円）
②市内での事業所新設・移転⇒事業所の建築費および取得費（50万円）
③新設・移転し、事業所を賃借⇒３か月分の賃借料（30万円）
④事業所を改修⇒事業所の改修に係る建築費（上限50万円）
※事業所の新設・移転に係る建築や改修は、建築基準法上の確認申請が必要な場合に限ります。

職場環境改善事業

上限30万円

職場環境改善
に係る設備
または施設の
整備費用など

生活環境保全設備等設置事業

上限25万円

周辺住民に配慮し
た住工共生に寄与
する設備導入費用
など（緑化（壁面緑化、
植栽設置など含む））

産業財産権取得事業

上限25万円（特許権）
上限15万円（その他）

産業財産権の
取得費用など

展示場出展事業

上限25万円

展示場の出展
小間料金など

インターンシップ実施事業

上限2万円

インターンシップ
の実施に要する
費用

ホームページ開設または改修事業

上限15万円

開設または
改修の委託料など

地域交流事業

上限15万円

広告宣伝費、
材料費など

人材育成支援事業

上限15万円

従業員の研修の
参加、資格の取得
費用など


